
第３２号議案関係資料 

「品川区手数料条例の一部を改正する条例」について 

１．改正理由 

都市緑地法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 26 号）が平成 29 年 5 月

12 日に公布され、建築基準法の一部が改正された。新たな用途地域として「田園

住居地域」が創設され(建築基準法第 48 条第 8 項)、それにあわせ品川区手数料条

例の所要の規定整備を行う必要があるため。 

２．改正内容 

本条例で定める用途地域における建築等許可手数料の規定は、建築基準法の条

項を引用し規定していることから、建築基準法の項ずれに係る規定整備を行う。

（別紙１ ） 

   なお、区では現段階において田園住居地域の指定を行う予定はないため、田園住

居地域の許可申請手数料に係る規定を追加する改正は行わない。 

   また、条例上使用されている「建ぺい率」という文言について、平成 22 年に「蔽」

（ぺい）が常用漢字に追加され、今回の建築基準法の一部改正で「建蔽率」に改め

られたため、本改正で合わせて行う。 

３．施行期日 

平成 30 年４月１日 

参考 

田園住居地域とは 

 ○ 都市の構成要素としての農地を都市計画に本格的に位置づけたもの 

 ○ 農業の利用増進を図りつつ、これと調和した低層住宅に係る良好な居住 

環境を保護するために定める地域 

 ○ 23 区においては、生産緑地がある区において指定検討の予定 

建 設 委 員 会 資 料 

平成 3 0 年 2 月 2 6 日 

都 市 環 境 部 建 築 課
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新旧対照表

○品川区手数料条例 

新 旧 

品川区手数料条例 品川区手数料条例 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

(１) 総務部関係（省略） (１) 総務部関係（省略） 

(２) 地域振興部関係（省略） (２) 地域振興部関係（省略） 

(３) 福祉部関係（省略） (３) 福祉部関係（省略） 

(４) 健康推進部関係（省略） (４) 健康推進部関係（省略） 

(５) 都市環境部関係 (５) 都市環境部関係 

 事務 名称 金額 徴収時期   事務 名称 金額 徴収時期

 （１から19まで省略）      （１から19まで省略）     

 20 建築基準法第48条第

１項ただし書、第２項た

だし書、第３項ただし

書、第４項ただし書、第

５項ただし書、第６項た

だし書、第７項ただし

書、第９項ただし書、第

10項ただし書、第11項た

だし書、第12項ただし書

または第13項ただし書

（同法第87条第２項も

しくは第３項または第

88条第２項において準

用する場合を含む。）の

規定に基づく建築等の

許可の申請に対する審

査 

用途地域にお

ける建築等許

可申請手数料 

180,000円許可申請

のとき。

  20 建築基準法第48条第

１項ただし書、第２項た

だし書、第３項ただし

書、第４項ただし書、第

５項ただし書、第６項た

だし書、第７項ただし

書、第８項ただし書、第

９項ただし書、第10項た

だし書、第11項ただし書

または第12項ただし書

（同法第87条第２項も

しくは第３項または第

88条第２項において準

用する場合を含む。）の

規定に基づく建築等の

許可の申請に対する審

査 

用途地域にお

ける建築等許

可申請手数料 

180,000円許可申請

のとき。

 （21および22省略）     （21および22省略）      

別
紙
１
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新 旧 

 22の２ 建築基準法第53

条第４項の規定に基づ

く建築物の建蔽率に関

する特例の許可の申請

に対する審査 

建築物の建蔽

率の特例許可

申請手数料 

36,000円許可申請

のとき。

  22の２ 建築基準法第53

条第４項の規定に基づ

く建築物の建ぺい率に

関する特例の許可の申

請に対する審査 

建築物の建ぺ

い率の特例許

可申請手数料 

36,000円許可申請

のとき。

 23 建築基準法第53条第

５項第３号の規定に基

づく建築物の建蔽率に

関する制限の適用除外

に係る許可の申請に対

する審査 

建築物の建蔽

率に関する制

限の適用除外

に係る許可申

請手数料 

36,000円許可申請

のとき。

  23 建築基準法第53条第

５項第３号の規定に基

づく建築物の建ぺい率

に関する制限の適用除

外に係る許可の申請に

対する審査 

建築物の建ぺ

い率に関する

制限の適用除

外に係る許可

申請手数料 

36,000円許可申請

のとき。

 （24から28まで省略）      （24から28まで省略）     

 29 建築基準法第59条第

１項第３号の規定に基

づく建築物の容積率、建

蔽率、建築面積または壁

面の位置に関する特例

の許可の申請に対する

審査 

高度利用地区

における建築

物の容積率、建

蔽率、建築面積

または壁面の

位置の特例許

可申請手数料 

160,000円許可申請

のとき。

  29 建築基準法第59条第

１項第３号の規定に基

づく建築物の容積率、建

ぺい率、建築面積または

壁面の位置に関する特

例の許可の申請に対す

る審査 

高度利用地区

における建築

物の容積率、建

ぺい率、建築面

積または壁面

の位置の特例

許可申請手数

料 

160,000円許可申請

のとき。

 （30および31省略）      （30および31省略）     

 31の２ 建築基準法第60

条の２第１項第３号の

規定に基づく建築物の

容積率、建蔽率、建築面

積、高さまたは壁面の位

置に関する制限の適用

除外に係る許可の申請

に対する審査 

都市再生特別

地区内の建築

物の容積率、建

蔽率、建築面

積、高さまたは

壁面の位置に

関する制限の

適用除外に係

る許可申請手

数料 

160,000円許可申請

のとき。

  31の２ 建築基準法第60

条の２第１項第３号の

規定に基づく建築物の

容積率、建ぺい率、建築

面積、高さまたは壁面の

位置に関する制限の適

用除外に係る許可の申

請に対する審査 

都市再生特別

地区内の建築

物の容積率、建

ぺい率、建築面

積、高さまたは

壁面の位置に

関する制限の

適用除外に係

る許可申請手

数料 

160,000円許可申請

のとき。

 31の３（省略）       31の３（省略）     

 32 建築基準法第68条の 再開発等促進 28,000円認定申請   32 建築基準法第68条の 再開発等促進 28,000円認定申請  
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３第１項の規定に基づ

く建築物の容積率、同条

第２項の規定に基づく

建築物の建蔽率または

同条第３項の規定に基

づく建築物の高さに関

する制限の適用除外に

係る認定の申請に対す

る審査 

区等内の建築

物の容積率、建

築物の建蔽率

または建築物

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定申請手数料 

のとき。 ３第１項の規定に基づ

く建築物の容積率、同条

第２項の規定に基づく

建築物の建ぺい率また

は同条第３項の規定に

基づく建築物の高さに

関する制限の適用除外

に係る認定の申請に対

する審査 

区等内の建築

物の容積率、建

築物の建ぺい

率または建築

物の高さに関

する制限の適

用除外に係る

認定申請手数

料 

のとき。

 （33から36まで省略）       （33から36まで省略）     

 37 建築基準法第68条の

５の６第１項の規定に

基づく建築物の建蔽率

の特例の認定の申請に

対する審査 

地区計画等の

区域内の建築

物の建蔽率の

特例認定申請

手数料 

28,000円認定申請

のとき。

  37 建築基準法第68条の

５の６第１項の規定に

基づく建築物の建ぺい

率の特例の認定の申請

に対する審査 

地区計画等の

区域内の建築

物の建ぺい率

の特例認定申

請手数料 

28,000円認定申請

のとき。

 （38から43まで省略）      （38から43まで省略）      

 44 建築基準法第86条の

６第２項の規定に基づ

く建築物の容積率、建蔽

率、外壁の後退距離また

は高さに関する制限の

適用除外に係る認定の

申請に対する審査 

一団地の住宅

施設に関する

都市計画に基

づく建築物の

容積率、建蔽

率、外壁の後退

距離または高

さに関する制

限の適用除外

に係る認定申

請手数料 

28,000円認定申請

のとき。

  44 建築基準法第86条の

６第２項の規定に基づ

く建築物の容積率、建ぺ

い率、外壁の後退距離ま

たは高さに関する制限

の適用除外に係る認定

の申請に対する審査 

一団地の住宅

施設に関する

都市計画に基

づく建築物の

容積率、建ぺい

率、外壁の後退

距離または高

さに関する制

限の適用除外

に係る認定申

請手数料 

28,000円認定申請

のとき。

 （44の２から62まで省略）     （44の２から62まで省略）    

(６) 防災まちづくり部関係（省略） (６) 防災まちづくり部関係（省略） 

(７) その他（証明に関する事務）（省略） (７) その他（証明に関する事務）（省略） 

備考 （省略） 備考（省略）  

付 則 
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この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


